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－新しい市民社会づくりをめざして－はじめにはじめにはじめにはじめに

これまで、社会や地域におけるサービスの多くを行政が担っていたため 「公共的なサービス、

の領域は行政が対応するもの」といった意識が市民にも行政にもありました。地方分権、自治体

財政の悪化、少子高齢化、産業空洞化が進み、また環境問題の深刻さも増している現代社会にお

いては、市民の生活や価値観も多様化し、公共的なサービスを行政のみで対応するのは難しくな

っています。

その一方で、多くの市民が様々な分野で培った能力を生かして、幅広い社会貢献活動に取り組

むようになってきました。本市においては、茨木市社会福祉協議会のボランティアセンターを中

心に、福祉分野でのボランティアが活躍しています。自治会や老人クラブ等においても、地域活

動が活発に行われています。こうした活動以外にも、ボランティアやＮＰＯ は、保健・医療、＊１

子どもの健全育成、まちづくり、環境保全など様々な分野で活躍しており、その活動の活発化と

ともに、市民の期待も高まっています。

こうしたことを背景に 「第４次茨木市総合計画」では「市民と行政の協働のまちづくり」の、

ために市民活動（ボランティア・ＮＰＯ活動）を推進することをめざしています。さらに 「茨、

木市市民公益活動推進懇話会 「茨木市環境基本計画 「茨木市地域福祉計画 「茨木市中心市街」 」 」

」 、 。地活性化基本計画 などでも 市民と行政の協働の仕組みづくりのための提言がなされています

、 、 、そこで 今までの取り組みを踏まえ 本市においてさらなる協働推進体制が必要との観点から

庁内における協働意識の醸成を図るため、平成１７年６月に「庁内検討会プロジェクトチーム」

を結成し、この「協働基本指針･計画」の策定をめざして検討しました。

◆第４次総合計画の基本構想

◎基 調
希望希望希望希望とととと活力活力活力活力にににに満満満満ちたちたちたちた文化文化文化文化のまち いばらきのまち いばらきのまち いばらきのまち いばらき

◎都市像

福 安 環 生 文
祉 心 境 活 化
充 実 実 躍 創
実 感 践 動 造
都 都 都 都 都
市 市 市 市 市

◎施策の大綱 ◎個別計画構構構構

市民参加の 都 都 都 都 都 市民との協働の推想想想想
仕組みづくり 市 市 市 市 市 進に関する計画

像 像 像 像 像のののの
を を を を を
実 実 実 実 実実実実実

自律的で効率的な 現 現 現 現 現
行財政のｼｽﾃﾑづくり す す す す す現現現現

る る る る る
た た た た たにににに
め め め め め

広域行政の の の の の の向向向向
推進 施 施 施 施 施

策 策 策 策 策けけけけ

てててて
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策定にあたっては、協働推進のための基本的な考え方などを全庁的な共通認識としていくため

の指針と、本市がめざす協働の展開方向を示す基本計画の両者が必要ですが、この両者は相互に

密接に関連することから、当面は「協働基本指針・計画」として、一体のものとして作成するこ

ととしました。

なお、この「いばらき協働基本指針・計画 （以下「本指針」という ）は、協働の実施状況や」 。

評価、社会情勢等を見ながら、必要に応じて市民公益活動推進庁内検討会や市民が参画する第三

者機関等が見直していくものとします。

＊１ （ ｏｔ-ｆｏｒ- ｒｏｆｉｔ ｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎもしくは ｏｎ ｒｏｆｉｔ ｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯとはとはとはとは、 Ｎ ｐ Ｏ Ｎ ｐ Ｏ、 Ｎ ｐ Ｏ Ｎ ｐ Ｏ、 Ｎ ｐ Ｏ Ｎ ｐ Ｏ、 Ｎ ｐ Ｏ Ｎ ｐ Ｏ

民間の非営利組織のことで、営利を目的としない団体の総称。通常「民間非営利組織」 「民間非営

利団体」と呼ばれています。

一般に「ＮＰＯ」という場合、具体的に指す団体の範囲は、図１のように必ずしも一定ではありません。

本指針では、図１の が示す範囲を指すものとします。「「「「狭義狭義狭義狭義ののののＮＰＯ」ＮＰＯ」ＮＰＯ」ＮＰＯ」

図図図図１１１１ ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯのののの範囲範囲範囲範囲

・最広義のＮＰＯ ：「生活協同組合」や「労働組合」など共益的な活動を行う団体も含む。

・広義のＮＰＯ ：行政管理色の強い財団法人や社団法人など公益法人なども含めた、公益的な活動を行う団体。

・・・・狭義狭義狭義狭義ののののＮＰＯ ：ＮＰＯ ：ＮＰＯ ：ＮＰＯ ：特特特特にににに市民市民市民市民がががが主体主体主体主体となったとなったとなったとなった公益的公益的公益的公益的なななな活動活動活動活動をををを行行行行うううう団体団体団体団体。。。。

・最狭義のＮＰＯ ：特定非営利活動法人（通称：ＮＰＯ法人）。

（大阪ボランティア協会のホームページから）

生活協同
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ⅠⅠⅠⅠ 指針策定指針策定指針策定指針策定のののの背景背景背景背景

１１１１ 指針指針指針指針でででで対象対象対象対象とするとするとするとする市民活動市民活動市民活動市民活動

本指針が対象とする市民活動は とします。、「「「「市民市民市民市民 、、、、有志有志有志有志がががが主体的主体的主体的主体的にににに行行行行うううう公益活動公益活動公益活動公益活動 」」」」＊２ ＊３

例えば、以下のような活動です。

ボランティア活動 市民が個人または有志が集まって取り組む公益活動

エリア型市民活動 自治会、老人クラブ、子ども会など、一定の地域を拠点とし

（コミュニティ活動） た住民による組織が取り組む公益活動

テーマ型市民活動 特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人 、中間法人など市民主体＊４）

の団体が取り組む公益活動

その他の活動 生涯学習や趣味のサークルが、培った知識・技能を生かして

取り組む公益活動

※宗教活動や政治活動を主な目的とする活動または選挙に関する活動（候補者を含む特定の公職者

や政党を推薦、支持、あるいはこれらに反対することを目的とする団体）を除きます。

※上記の分類を例として挙げましたが、市民活動は多様であり必ずしも明確に区分されるものではあ

りません。

なお、本指針で「市民活動団体との協働」という場合、基本的には組織間の協働について述べ

ていますが、必ず団体でなければならないわけではなく、場合によっては組織化されていない個

人の活動が対象となることもあります。また、団体・企業などが社会的責任の達成や社会貢献活

動に取り組む場合も、施策によっては市民活動の範疇でとらえるべきこともあるでしょう。その

意味では、団体の性格にとらわれず、活動の目的などから総合的に判断する必要があります。

市民市民市民市民とはとはとはとは、、、、＊２

ここでいう「市民」とは、茨木市の在住者だけでなく、在学、在勤など茨木市において活動するあら

ゆる人々を含みます。

公益活動公益活動公益活動公益活動とはとはとはとは、、、、＊３

不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的とする活動をいいます。

ＮＰＯＮＰＯＮＰＯＮＰＯ法人法人法人法人とはとはとはとは、、、、＊４

「NPO法人」は特定非営利活動促進法に基づいて法人格「特定非営利活動法人」を付与された団

体のことであり、本指針で「NPO」という場合は、「NPO法人」を意味するのではありません。
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２２２２ 協働協働協働協働とはとはとはとは

地方自治や行政の用語では 「協働」という言葉は「市民と行政が、協力して、公共的な課、

題に取り組むこと」という意味で使われています。

本指針の協働とは、

「「「「市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体やややや行政行政行政行政などなどなどなど異異異異なるなるなるなる組織組織組織組織がががが、、、、共通共通共通共通のののの目的目的目的目的をををを達成達成達成達成するためするためするためするため、、、、対等対等対等対等なななな関係関係関係関係をををを結結結結

びびびび、、、、それぞれのそれぞれのそれぞれのそれぞれの得意分野得意分野得意分野得意分野をををを生生生生かしながらかしながらかしながらかしながら、、、、課題課題課題課題のののの解決解決解決解決にににに向向向向けてけてけてけて連携連携連携連携・・・・協力協力協力協力することすることすることすること」」」」

とします。

相互の対等性を確保し、協働によって何を解決していくのか、どのような公共サービスを提

供していくかという、協働の目的を明確化したうえで実施していくことが重要であります。

ここにおける「協働」とは、行政の業務の一部を単に経費削減などのために市民活動団体や

企業に肩代わりさせるものではありません。また 「協働」は、個人あるいは一つの組織だけ、

ではできないような地域の様々な悩みや課題を解決するために行います。

市民活動と行政は、同じ公共的な分野で非営利の活動やサービスを行う場合があります。そ

れぞれのよい面をお互いに生かして協力しあうことで、よりよい社会が築かれていくことをめ

ざすものです。

市民活動と行政が担う領域を図示すると、図２のようになります。

図図図図２２２２ 市民活動市民活動市民活動市民活動とととと行政行政行政行政のののの協働協働協働協働のののの領域領域領域領域

市民市民市民市民のののの領域 市民活動領域 市民活動領域 市民活動領域 市民活動とととと行政行政行政行政がががが協働協働協働協働するするするする領域 行政領域 行政領域 行政領域 行政のののの領域領域領域領域

市民 市民主導 市民と行政 行政主導 行政Ａ Ｂ Ｃ Ｄ ＥＡ Ｂ Ｃ Ｄ ＥＡ Ｂ Ｃ Ｄ ＥＡ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

が自発的・主 の活動で行政 が連携・協力 の活動で市民 の責任と主体

体的に活動す の協力が必要 して事業を展 の参加を求め 性によって行

る領域 となる領域 開する領域 る領域 う領域

（出典：山岡義典『NPO基礎講座』より作成）

市民活動団体の中には、高い公共性を持っているものも多く、行政と活動領域が重なり合う

ものもあります（上図の太線内の領域 。これが市民活動団体と行政が目標を共有し、協働を）

行いやすい領域といえます。

それぞれの特性を生かして協働するためには、お互いの役割をしっかり把握し、協働の形態

にあわせた双方の関わり方を整理し、考えていく必要があります。

協働の領域にあてはまる事業としては、市民活動団体の専門性や先駆性、柔軟性、個別性、

機動性などが生かせる事業であることが要件となります。

なお、協働の形態については 「施策企画立案への参画 「共催 「実行委員会・協議会」、 」 」

「事業協力 「補助金 「委託」等があります。」 」
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ⅡⅡⅡⅡ 指針策定指針策定指針策定指針策定のののの目的目的目的目的

１１１１ 協働協働協働協働をををを進進進進めることでめざすめることでめざすめることでめざすめることでめざす社会社会社会社会

行政と市民活動団体との協働が進むと市民活動の担う領域・事業が広がり、市民活動がより活

発になるでしょう。また、考え方や手法の異なる両者が協働することで、両者の役割分担もより

明らかになり、双方に新たな気づきも生まれます。

こうして市民活動が展開されることで、これまで大きく行政が担ってきた公共課題の解決に、

市民が自治的に参画する社会づくりが進みます。それは、市民に対して社会参加の場を広げると

ともに、市民の視点に立って市民ニーズに応じたよりよい公共サービスが提供されることを意味

します。

このような社会をめざして、行政と市民活動団体の協働推進に向けた施策を総合的・体系的に

展開することが必要です。

２２２２ 指針策定指針策定指針策定指針策定のののの趣旨趣旨趣旨趣旨

市民活動団体との協働を進めるには、市民活動団体の実態や協働の意味とその必要性を行政が

理解し、市民活動団体も行政を理解する「相互理解」が全市的に共通認識として持たれる必要が

あります。また、協働のルールや促進策が示されれば、市民活動団体にとっては、市民活動推進

策の方向や、市政への参画の指標が得られ、安心して行政と協働を進めることにも役立つでしょ

う。

そこで、以下の３点のために、本指針を策定します。

（（（（指針指針指針指針のののの趣旨趣旨趣旨趣旨））））

１１１１ 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体とのとのとのとの協働協働協働協働をををを推進推進推進推進するためのするためのするためのするための基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方をををを示示示示すすすす。。。。

２２２２ 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体とのとのとのとの協働協働協働協働をををを実現実現実現実現するにあたってするにあたってするにあたってするにあたって、、、、守守守守るべきるべきるべきるべきルールルールルールルールをををを示示示示すすすす。。。。

３３３３ 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体とのとのとのとの協働協働協働協働をををを推進推進推進推進するためのするためのするためのするための促進策促進策促進策促進策をををを示示示示すすすす。。。。
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２２２２ 本市本市本市本市のののの現状現状現状現状とととと課題課題課題課題

これまでの本市の市民活動団体との協働は、地域自治組織や福祉系のボランティア活動など、

活動が一定期間定着し成果が明らかな団体や、施策目標に基づいて設立に市が関わったような団

体が中心であることから、自発的に生まれたＮＰＯ等の活動とは、あまりなされてきませんでし

た。

また、協働策が各団体に対して均一かつ平等であることが一般的であり、結果的に薄く広くな

されることで効果が分散されるという傾向があります。さらに、行政の縦割り組織に応じた分野

別での協働が中心であるため、複数分野にわたる市民活動とは協働が難しいのが現状です。

一方、市内各地域で活発な市民活動が展開されている中で、人材や活動資金の不足、事務機能

が整備された活動拠点がないなどの問題、情報の受発信を一元的に行う場や相互に交流する場の

不足から、情報交換や協力関係が構築できず、住民自治組織と新たに自発的に生まれたＮＰＯと

の連携がとれていないなどの問題がありました。

こうした問題の背景に、市民活動と行政に共通する課題があります。それは、大きく分類する

と次のとおりです。

① 市民活動団体と行政との情報交換・共有が必要である。

② 行政及び市民活動団体の意識改革、関係の見直しが必要である。

③ 自治意識の広がり、市民活動への参加促進が必要である。

◆市民活動団体と行政の協働を進める上での課題

市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体のののの課題 行政課題 行政課題 行政課題 行政のののの課題課題課題課題

共通共通共通共通のののの課題課題課題課題

・人材や活動資金が不 ・職員のＮＰＯとの協働

足がちで基盤が弱い ・情報を交換・共有 に関する経験・認識不足

する環境が必要

・事務機能が整備された ・意識改革・関係の ・均一かつ平等な協働策

活動拠点がない 見直しが必要 のため、効果が分散

・市民活動への参加

・市民活動団体のネット 促進が必要 ・縦割り組織の弊害

ワークが不足 など

など など

協働を推進するための基本施策は、こうした課題を踏まえて策定しています。
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ⅢⅢⅢⅢ 協働協働協働協働のののの意義意義意義意義とととと原則原則原則原則

１１１１ 協働協働協働協働がががが必要必要必要必要とされるとされるとされるとされる背景背景背景背景

協働への取り組みが必要となっている背景には、次の５つが考えられます。

((((1111)))) 地域問題地域問題地域問題地域問題のののの多様化多様化多様化多様化・・・・複合化複合化複合化複合化 ((((2222)))) 新新新新しいしいしいしい市民参加市民参加市民参加市民参加スタイルスタイルスタイルスタイルのののの確立確立確立確立

((((3333)))) 市民自治意識市民自治意識市民自治意識市民自治意識のののの発展発展発展発展・・・・拡大拡大拡大拡大 ((((4444)))) 限限限限られたられたられたられた財源財源財源財源のののの有効活用有効活用有効活用有効活用

((((5555)))) 市民社会市民社会市民社会市民社会のののの成長成長成長成長

((((1111)))) 地域問題地域問題地域問題地域問題のののの多様化多様化多様化多様化・・・・複合化複合化複合化複合化

高齢者や障害者の介護、子育て、環境保全など地域に発生する問題が多様化・複合化しつ

つあり、市民と行政が協力して取り組むことが必要となっています。

((((2222)))) 新新新新しいしいしいしい市民参加市民参加市民参加市民参加スタイルスタイルスタイルスタイルのののの確立確立確立確立

市民ニーズが多様化し、市民活動の分野が広がっています。また、有償で市民活動に取り

、 。組むケースや 有給スタッフを抱えて安定的に事業運営を行う市民活動団体も現れています

((((3333)))) 市民自治意識市民自治意識市民自治意識市民自治意識のののの発展発展発展発展・・・・拡大拡大拡大拡大

分権社会において「自助・共助・公助」という原則のもと、個人や家族・地域・行政のそ

れぞれが「協働」し、市民の自治意識の発展・拡大が求められています。

((((4444)))) 限限限限られたられたられたられた財源財源財源財源のののの有効活用有効活用有効活用有効活用

、 、「 」厳しい行財政事情から 行政サービスの低下が避けられない状況にあることから 協働

による主体的な市民サービスの活性化が求められています。

((((5555)))) 市民社会市民社会市民社会市民社会のののの成長成長成長成長

地域や社会が抱える問題を市民がみずからの課題とし、自らの手で解決しようという機運

の盛り上がりにより、コミュニテイの構築が進められており、市民が「協働」をキーワード

に、社会的な諸課題を解決する重要な担い手となりつつあります。



- 8 -

２２２２ 協働協働協働協働をををを進進進進めるめるめるめる意義意義意義意義

市民活動を推進し、行政との協働を進めることの「意義」は、次の３つの意味があると考え

られます。

((((1111)))) 市民市民市民市民のののの自治力自治力自治力自治力をををを向上向上向上向上できるできるできるできる

((((2222)))) 市民活動市民活動市民活動市民活動のののの機能性機能性機能性機能性、、、、効率性効率性効率性効率性、、、、専門性専門性専門性専門性などをなどをなどをなどを生生生生かせるかせるかせるかせる

((((3333)))) 市民市民市民市民のののの社会参加促進社会参加促進社会参加促進社会参加促進をををを通通通通じてじてじてじて社会的自己実現社会的自己実現社会的自己実現社会的自己実現のののの機会機会機会機会をををを拡大拡大拡大拡大できるできるできるできる

((((1111)))) 市民市民市民市民のののの自治力自治力自治力自治力をををを向上向上向上向上できるできるできるできる

市民活動の推進は、市民の自治意識を高め、現に自治的に社会問題の解決を進められる実

践を通じて、図３・４のように「市民の自治力」を向上する意味があります。

図図図図３３３３ 従来従来従来従来のののの行政行政行政行政・・・・市民市民市民市民・・・・市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体のののの関係 図関係 図関係 図関係 図４４４４ 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体とととと行政行政行政行政のののの連携連携連携連携・・・・協働協働協働協働がががが進進進進んだんだんだんだ状況状況状況状況

（ ＮＰＯと行政の協働の手引き』大阪ボランティア協会p46,47から）『

((((2222)))) 市民活動市民活動市民活動市民活動のののの機能性機能性機能性機能性、、、、効率性効率性効率性効率性、、、、専門性専門性専門性専門性などをなどをなどをなどを生生生生かせるかせるかせるかせる

① 個々に応じた対応の容易さ、温かさ、柔軟性

自発的に取り組む活動なので“心のこもった “温かい”サービスや状況に応じた柔”

軟な対応が容易にできます。

② 効率の良さ

それぞれが本当に関心あることに主体的に取り組むため、活動資金などの様々な活動

資源を最大限、有効に活用しようとする志向が強くなります。

③ 創造性・先駆性・開拓性

法令や制度でつくられたのではない自由な活動なので、創造的・先駆的・開拓的な活

動を展開していくことも容易です。
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④ 機動性

「私がやりましょう 「私が手伝いましょう」と自発的に行動を起こすので、目の前」

の課題にすぐに対処できます。

⑤ 専門性

課題の現場と密接した視点で事業運営がなされるため、現場ならではの視点で専門的

に活動に取り組めます。また、行政と異なり基本的に幅広い業務間の異動がなく、課

題への取り組みが継続されるので、高い専門性を有する傾向にあります。

⑥ 多彩さ

市民活動全体としては、極めて多彩な取り組みが展開されることになります。

((((3333)))) 市民市民市民市民のののの社会参加促進社会参加促進社会参加促進社会参加促進をををを通通通通じてじてじてじて社会的自己実現社会的自己実現社会的自己実現社会的自己実現のののの機会機会機会機会をををを拡大拡大拡大拡大できるできるできるできる

市民活動に参加する人たちは、それぞれが培ってきた経験や技能を生かし、またそれぞれ

の個性的な方法で社会問題を解決する役割を担うための体験が得られます。

ただし、その特徴を生み出す源泉である「自発性」という特性のゆえに、その継続的・発展

的な運営が難しくなりやすい面があります。そこで、市民活動に取り組む人たちが社会の中で

孤立し、孤軍奮闘の状態に追い込まれないための仕組みづくりに、行政が関わることも必要で

す。
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３３３３ 期待期待期待期待されるされるされるされる効果効果効果効果

以上のような意義は、市民、市民活動団体、地域社会、行政にとっては、次のような効果が期

待できます。

((((1111)))) 市民市民市民市民にとってのにとってのにとってのにとっての効果効果効果効果

市民活動団体と行政とが協働して事業を実施したり、市民活動団体の活動が活性化するこ

とにより、公共サービスの幅が広がったり、選択肢が増えたりします。つまり、市民活動団

体が公益を担うことにより、ニーズに合った公共サービスを受けることができるようになり

ます。

また、市民活動団体との協働や市民活動活性化のための積極的な情報公開などにより市政

が開かれ、市民の市への関心が高まり、市がより身近なものとなります。さらに、社会での

活躍の場や雇用の機会が拡大し、生きがい、やりがいのある場を得ることができます。

((((2222)))) 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体にとってのにとってのにとってのにとっての効果効果効果効果

市民活動団体の活動の場が拡大するとともに、地域課題や社会問題に対する市民の関心が

より一層高まり、市民活動団体の設立や活動への参加が促進されることが期待されます。

また、市民活動団体が活性化し、その活動に対する社会的な認知が進むことで、市民活動

団体はマネジメントの質を高め、安定した取り組みができるようになります。

((((3333)))) 地域社会地域社会地域社会地域社会にとってのにとってのにとってのにとっての効果効果効果効果

市民がその経験や知識を生かすことにより、地域コミュニティ活動を活性化することがで

きます。そして、市民・コミュニティ・行政のそれぞれの活動主体が責任を持って解決に取

り組むことにより、住みよいまちづくりができるようになります。

また、コミュニティをベースにした公益活動でサービス等の対価を得る活動が活発化すれ

ば 「ベンチャー事業的コミュニティ活動 （事業収益で継続的な市民活動が運営される市民、 」

事業）により、新たな地域の経済活動も展開されるかもしれません。

((((4444)))) 行政行政行政行政にとってのにとってのにとってのにとっての効果効果効果効果

今まで主として行政が担うと認識されていた「公益」を、柔軟性、先駆性などを持つ市民

活動団体と共に担うことで、これまでの行政の仕事のあり方や庁内体制を見直すことにつな

がり、職員の意識改革や行政のスリム化などが期待されます。

また、新たな市民ニーズをより的確に捉え、市民活動団体と共に対応することで、地域の

資源（情報、人材、資金、物資）を、より効果的に生かすことができます。
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４４４４ 協働協働協働協働をををを進進進進めるめるめるめる際際際際のののの原則原則原則原則

協働を進める「意義」が損なわれないよう、支援や協働にあたって、次の６つの「原則」

のもとで展開することが必要です。

((((1111)))) 対等対等対等対等のののの原則原則原則原則 ((((2222)))) 公開公開公開公開のののの原則原則原則原則

((((3333)))) 自主性尊重自主性尊重自主性尊重自主性尊重のののの原則原則原則原則 ((((4444)))) 相互理解相互理解相互理解相互理解とととと相乗効果相乗効果相乗効果相乗効果のののの原則原則原則原則

((((5555)))) 市民活動尊重市民活動尊重市民活動尊重市民活動尊重のののの原則原則原則原則 ((((6666)))) 「「「「安上安上安上安上がりがりがりがり」」」」策策策策とならないとならないとならないとならない原則原則原則原則

（市民活動団体と行政が対等な立場に立つ）((((1111)))) 対等対等対等対等のののの原則原則原則原則

「もう一つの公共活動の担い手」であることを認め、上下ではなく横の関係にあることを

互いに認識することが重要です。

（協働にあたり市民活動団体と行政の関係などを公開する）((((2222)))) 公開公開公開公開のののの原則原則原則原則

両者の基本的な事項に関する情報が公開され市民に共有されるとともに、一定の要件を満

たせば誰もが協働関係に参入できるなどの仕組みを整備することが必要です。

（市民活動の自主性尊重を基本におく）((((3333)))) 自主性尊重自主性尊重自主性尊重自主性尊重のののの原則原則原則原則

、 。市民活動の長所を生かすには 市民活動団体が自立して事業を展開できることが必要です

また、こうした草の根から生まれた市民活動の目線に立って支援・協働策を進めていくこと

が必要です。

（相互の特性を理解し、相乗効果を生み出す）((((4444)))) 相互理解相互理解相互理解相互理解とととと相乗効果相乗効果相乗効果相乗効果のののの原則原則原則原則

行政と市民活動相互の特性を十分認識し尊重し、また協働事業の目標やスケジュールを共

有して、事業を進める以上の効果を生み出すよう努めることが必要です。

（市民が創造した公共サービスは、行政より優先させる）((((5555)))) 市民活動尊重市民活動尊重市民活動尊重市民活動尊重のののの原則原則原則原則

市民活動団体が活躍する公共的活動分野では、行政が進出することで「官業による民業圧

迫」などの事態に陥らないよう、配慮が必要です。

（協働が質的な低下を伴わないよう配慮する）((((6666)))) 「「「「安上安上安上安上がりがりがりがり」」」」策策策策とならないとならないとならないとならない原則原則原則原則

必要な経費負担がなされないままに責任だけ委譲された場合、かえって公共活動の安定的

な提供ができないということもあるため、質的な低下とならない配慮が必要です。
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ⅣⅣⅣⅣ 協働推進協働推進協働推進協働推進のためののためののためののための基本計画基本計画基本計画基本計画

１１１１ 協働施策協働施策協働施策協働施策のののの推進体制推進体制推進体制推進体制

((((1111)))) 行政内行政内行政内行政内のののの推進体制推進体制推進体制推進体制のののの整備整備整備整備

市民活動には行政のいろいろな担当課にまたがる多様な活動内容があります。

そのため、

、 。① 庁内各部局は 所轄する分野に関わる市民活動内容を把握し対応することをめざします

② 全体像を把握する部局は、各部局がもつ情報の全体像を把握し、推進体制の整備をめざ

します。

③ 庁内の協働推進状況一覧などを作成・公開します。

((((2222)))) 政策立案段階政策立案段階政策立案段階政策立案段階からのからのからのからの協働協働協働協働のののの促進促進促進促進

新規施策の立案・実施にあたっては、市民・行政・市民活動団体が協議できる仕組みや

場づくりをめざします。

((((3333)))) 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体とのとのとのとの協働協働協働協働にににに関関関関するするするする双方双方双方双方のののの評価評価評価評価のののの実施実施実施実施

協働のパートナーとなる市担当部局と市民活動団体の双方が、それぞれの協働事業の経過

や成果について評価し合い、相互の結果をよりよい協働事業に生かします。

((((4444)))) 職員研修職員研修職員研修職員研修のののの推進推進推進推進

市職員研修など協働推進に向けた体制を整備します。市民活動団体との協働施策を進める

行政職員に対する研修の充実は、極めて重要な課題ととらえ、他市の先進事例を学んだり、

行政と市民活動双方の視点のある人による研修を実施します。

((((5555)))) 第三者機関第三者機関第三者機関第三者機関のののの設置設置設置設置

協働事業の審査・評価は、より良い協働のあり方を見極め、事業の目的が達成されたかど

うかや、より効率的なサービスが提供できたかなどを評価するとともに、事業実施の経験を

蓄積し、次の施策に反映させ、市民生活の向上をめざし市民の信頼に応えていくために行い

ます。そのための機関として、第三者機関を設置し、公平で客観的な評価を行えるようにし

ます。

また、この第三者機関は、協働推進のための仕組みやルールを検討する役割を持つように

します。
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２２２２ 市民活動市民活動市民活動市民活動にににに関関関関するするするする理解促進理解促進理解促進理解促進とととと情報提供情報提供情報提供情報提供

((((1111)))) 市民活動市民活動市民活動市民活動をををを広広広広くくくく知知知知ってもらうためのってもらうためのってもらうためのってもらうための情報提供情報提供情報提供情報提供

市民活動に関する理解を広げるために、市民活動自体を解説するパンフレットの作成や市

のホームページ等で市民活動についての記事・情報を提供します。市民活動についての情報

が多くの人の目に触れたり、市民が関心あるときにすぐに情報を得られる環境をつくり、市

民活動に関する理解を広げます。

((((2222)))) 市民市民市民市民をををを対象対象対象対象とするとするとするとする啓発講座啓発講座啓発講座啓発講座のののの実施実施実施実施

市民を対象に、市民活動を理解したり、市民活動に参加して社会をつくっていく主体とな

るきっかけを得られたりするような、啓発講座を行います。

((((3333)))) 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体をををを対象対象対象対象とするとするとするとする研修研修研修研修・・・・交流事業交流事業交流事業交流事業のののの実施実施実施実施

市民活動団体のスタッフが、団体運営の知識や企画力、ＩＴ活用力を身につけたり、他団

体と交流して組織運営や事業展開のヒントを得たり共通課題を考えたり、他団体とともに参

考事例を見学したりするような、研修・交流事業などを行います。
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３３３３ ネットワークネットワークネットワークネットワークづくりのづくりのづくりのづくりの支援支援支援支援

((((1111)))) 多様多様多様多様なななな市民活動間市民活動間市民活動間市民活動間のののの連携連携連携連携・・・・協力協力協力協力システムシステムシステムシステムのののの構築構築構築構築

市民活動は 課題の解決のために孤軍奮闘する状態におちいってしまうと 疲れ果て 燃、 、 、「

え尽き症候群」状態になってしまう場合も少なくありません。そこで、市民活動に取り組む

人たちが社会の中で孤立しないよう、市民活動に関わる人々の間でのネットワーク作りを支

援します。このようなネットワークは、事業運営のヒントを得たり、市民活動に共通する課

題を考えたりするためにも必要です。

((((２２２２)))) セクターセクターセクターセクターをををを越越越越えたえたえたえたネットワークネットワークネットワークネットワークづくりづくりづくりづくり

市民活動間のネットワークだけではなく、行政セクターとの連携はもちろん、高等教育機

関を含む各教育機関、企業などとの連携強化も重要な課題です。セクターを越えたネットワ

ークによって、各セクターの弱みを補い合ったり、多面的な課題解決をはかることができま

す。

((((3333)))) 分野分野分野分野・・・・市域市域市域市域をををを越越越越えたえたえたえたネットワークネットワークネットワークネットワークづくりづくりづくりづくり

市民活動が多様な分野で展開されていることや、地域を越えて活動できる市民活動も多い

こと、社会の課題も行政区画を越えて起こっているものも少なくないことから、分野横断型

のネットワークづくりや茨木市域を越えた近隣の市民活動団体とのネットワークづくりも必

要です。

、 。以上(1)(2)(3)のネットワークづくりをイメージにまとめると 図５のとおりとなります

図図図図５５５５ 茨木市茨木市茨木市茨木市におけるにおけるにおけるにおけるネットワークネットワークネットワークネットワークづくりのづくりのづくりのづくりの概念図概念図概念図概念図

課

課
課

課

課
市民活動
推進課

行 政

活動拠点 （ 支援セン タ ー等 ）

市民活動推進機関
市民活動団体

企 業

大 学

茨 木 市 民
他 市

他 市
他 市

他 市

団体
団体
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((((4444)))) インターネットインターネットインターネットインターネットをををを活用活用活用活用したしたしたしたネットワークネットワークネットワークネットワークづくりのづくりのづくりのづくりの支援支援支援支援

安価で広く普及しているインターネットの活用は、市民活動のネットワークづくりに大き

く貢献します。そこで、ネットワークづくりに役立つよう、インターネット上での市民活動

に関する情報のやりとりや、市民活動の情報公開などのための活用を進めます。

４４４４ 市民活動市民活動市民活動市民活動をををを支支支支えるえるえるえる活動拠点活動拠点活動拠点活動拠点のののの整備整備整備整備

((((1111)))) 茨木市茨木市茨木市茨木市のののの公共施設公共施設公共施設公共施設のののの利用条件利用条件利用条件利用条件などのなどのなどのなどの整備整備整備整備

茨木市の公共施設使用料は、近隣自治体に比べて比較的安価に設定されており、さらにそ

れぞれの建物の設置目的に合致する団体や合致する使用目的での利用に対して減免制度があ

ります。また、施設によってはコピー、輪転機などの備品を登録団体が利用できる場合もあ

ります。

、 、市民活動団体が利用できる こうした施設・備品の利用環境や利用条件を把握して公開し

利用しやすい環境を整えます。

((((２２２２)))) 市民活動市民活動市民活動市民活動をををを推進推進推進推進するためのするためのするためのするための「「「「市民活動推進機関市民活動推進機関市民活動推進機関市民活動推進機関」」」」のののの設置設置設置設置

市民活動を推進するためには、市民活動に参加したいと考えている人たちや市民活動の支

援・協力を得たい人・団体、現に市民活動に取り組んでいる人・団体が、活動について気軽

、 、 、に相談できたり 活動に関係のある情報を得たり 必要なことや関心のあることを学べたり

「 」 。活動しやすい環境を提供したりしてくれる専門機関 市民活動推進機関 の設置が必要です

「 」 、 、 、市民活動推進機関 は 一般に情報の収集・提供機能や人材育成機能 相談・助言機能

コーディネート機能、インキュベーション機能、ネットワーク支援機能、評価機能、調査研

究機能などを持ちますが、本市における市民活動推進機関の具体的なあり方は、本市で活動

する市民活動団体などとの意見交換・議論の上で検討し、設置をめざします。
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５５５５ 補助金制度補助金制度補助金制度補助金制度のののの創設創設創設創設

市民活動活性化のための「 仮称）市民活動推進補助金」制度の創設をめざします。この（

補助金制度は、

多額の初期費用が発生する（事業の）立ち上げ期を支援することで、市民活動の自立的①①①①

な発展を促進する効果が期待できます。また、

継続して事業を行ってきた市民活動団体が取り組む新たな事業や複数の団体が協働して②②②②

行う事業を対象に補助を行うことによって、市民活動の拡充・発展を促します。

「 仮称）市民活動推進補助金」は、市民自らが社会問題の解決に取り組もうという活動（

を側面的に支援し 「市民の自治力」の向上をめざすものです。、

((((１１１１)))) 審査基準審査基準審査基準審査基準のののの設定設定設定設定とととと審査機関審査機関審査機関審査機関（（（（認定評価機関認定評価機関認定評価機関認定評価機関））））のののの設置設置設置設置

補助金交付の審査基準としては、社会的公益性（事業の実施で公益向上が見込めるか 、）

自立性（資金確保のための自己努力の有無 、共感性（市民的共感が得られるか 、先駆性な） ）

どがあります。このような審査基準をどう設定し審査機関をどう設置するかを、検討してい

きます。

審査機関としては、公募市民・学識経験者・行政職員で構成され市民活動団体のメンバー

もオブザーバーなどの形で参加できるような、任期のある審査機関の設置を検討します。

((((２２２２)))) 決定経過決定経過決定経過決定経過とととと決定内容決定内容決定内容決定内容のののの公開公開公開公開

。 、どんな団体のどんな事業にどれだけの補助金が交付されたかの情報開示を行います 一方

補助金が交付されなかったり減額されたりした団体に対しては、具体的な審査理由の詳細を

知らせるようにします。審査の公平性も示せますし、明瞭で分かりやすい情報があれば、も

っと活動は広がっていくからです。市民に対して、市が直接公益活動をするだけでなく、市

民活動への補助を通して公益活動を推進していることを知ってもらうためにも、情報開示は

重要な意味を持ちます。

((((３３３３)))) 実績報告会実績報告会実績報告会実績報告会のののの開催開催開催開催

実施後は、市民活動団体同士の経験交流やネットワーク拡大を支援するためにも、補助金

交付団体の実績報告会を行います。

((((４４４４)))) 補助金補助金補助金補助金のののの財源財源財源財源

安定した補助ができるよう、基金の創設など、より適切な財源確保対策を検討します。
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６６６６ 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体にににに対対対対するするするする事業委託事業委託事業委託事業委託のののの推進推進推進推進

行政による公共サービスの提供を市民活動団体に委ねる「事業委託」は、市民と行政の協働形

態の一つとして、推進していきます。

市民活動団体への公共サービスの委託によって、市民の自治力を向上したり、市民活動団体の

機能性、効率性、専門性などを生かしたり、行政の代替機能を市民活動団体に蓄積したり、地域

経済の発展を促進したりすることができます。

そこで、ときには状況に応じて、市民活動団体を優先的な委託先とすることも必要です。

((((１１１１)))) 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体などへなどへなどへなどへ委託委託委託委託するするするする事業事業事業事業のののの検討検討検討検討をををを市民参加市民参加市民参加市民参加でででで行行行行うううう場場場場やややや機会機会機会機会のののの設定設定設定設定

委託事業の選定にあたっては、すべてを行政だけで検討するのではなく、市民自治の理念

にのっとり、市民・市民活動団体からの施策提案を受けとめて市民参加型で決定していく場

や機会を持ちます。

こうした「場」や「機会」は、新たな協働プログラムが生まれてくる基盤ともなります。

((((2222)))) 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体のののの「「「「受託力受託力受託力受託力」」」」をををを高高高高めるめるめるめるコンサルティングコンサルティングコンサルティングコンサルティングなどのなどのなどのなどの整備整備整備整備

事業委託では、委託元に代わって、委託元と同様以上の事業を進めなければならず、補助

事業に比べ、数段、高いレベルの事業遂行能力が求められます。そのために「市民活動推進

」 、 。機関 などによるコンサルティングなども整備し 事業遂行能力を高めるサポートをします

((((3333)))) 委託先選定委託先選定委託先選定委託先選定のためののためののためののための、、、、公正公正公正公正でででで透明性透明性透明性透明性のののの高高高高いいいい「「「「委託委託委託委託システムシステムシステムシステム」」」」のののの開発開発開発開発

市民活動団体に限って事業委託先を選定する場合は、可能な限り委託先を公募し、できる

だけ公開のコンペ形式で、課題解決のための多様な企画が提案され、優れたものが選定され

る仕組み（企画提案公募型委託）を整備します。

((((4444)))) 双方双方双方双方でででで事業委託事業委託事業委託事業委託をををを検討検討検討検討するためのするためのするためのするための情報情報情報情報のののの整備整備整備整備

また、市民活動団体に委託可能な事業をリストアップするなど、委託事業に関する情報公

開の方法を整備します。事業受託を希望する市民活動団体の登録制度などで、委託可能な市

民公益活動団体の状況を把握できる仕組みづくりも検討します。

((((5555)))) 市民活動団体市民活動団体市民活動団体市民活動団体のののの弱弱弱弱いいいい資本力資本力資本力資本力ををををカバーカバーカバーカバーするするするする仕組仕組仕組仕組みみみみ

発展途上の団体も少なくない市民活動団体が、事業委託を受けやすくする工夫や配慮とし

て、市民活動団体優先契約の条件を検討し、審査委員会を介して、市民活動団体に対象をし

ぼった公募選考をするなどの取り組みを実施します。

また、資本力の弱い市民活動団体の場合、事業完了前に一定の経費を支払わなければ、事

業の遂行が困難な場合もあるでしょう。このため、委託料の前金払い（概算払い）などの方

法を検討します。契約保証金の免除も必要な場合があるでしょう。その一方で別途、事業の

履行保証の仕組みづくりを整備していきます。
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ⅤⅤⅤⅤ．．．．協働事業協働事業協働事業協働事業をををを進進進進めるにあたってめるにあたってめるにあたってめるにあたって

以上、協働の促進にあたっての基本的な考え方やルールを解説し、具体的な協働促進のための

施策の方向をまとめました。

最後に、実際に庁内各部門において市民活動団体との協働にあたる際の手順や方法を解説しま

す。

１１１１ 協働協働協働協働のののの相手方相手方相手方相手方

市民活動団体と行政との協働を積極的に進めるためには、行政がはじめから限定するのでは

なく、協働における相手方の範囲をできるだけ広く捉える必要があります。

協働の相手方の範囲は、活動内容の公益性から判断されるべきであって、組織の公益性から

判断されるべきではありません。

この基本指針においては、３㌻で挙げた「対象とする市民活動」の担い手が、具体的な協働

。 、 、 、の相手方となります 特に 従来接点の少なかったＮＰＯ法人 ボランティア団体との協働は

積極的に進める必要があるでしょう。

２２２２ 協働事業協働事業協働事業協働事業のののの形態形態形態形態

協働事業を実施する場合、事業の成果が最大限に得られるような形態を選択することが大切

です。市民活動団体と行政との協働の形態は、例えば次の６つのようなものがあります。

ただし、協働事業を推進する中で、新しい基準や協働のあり方を創造することも必要です。

((((1111)))) 施策企画立案施策企画立案施策企画立案施策企画立案へのへのへのへの参画参画参画参画 ((((2222)))) 共催共催共催共催

((((3333)))) 実行委員会実行委員会実行委員会実行委員会・・・・協議会協議会協議会協議会 ((((4444)))) 事業協力事業協力事業協力事業協力

((((5555)))) 補助金補助金補助金補助金 ((((6666)))) 委託委託委託委託

((((1111)))) 施策施策施策施策・・・・企画立案企画立案企画立案企画立案へのへのへのへの参画参画参画参画

公共政策の新たな立案や見直し、また、新しい社会課題に対応するための事業の企画を市

民活動団体と行政がともに関わって進める形態です。市民活動が企画して行政に参加を呼び

かける場合や、行政が事業計画や施策を検討する際に市民活動団体から提案を受けたり審議

会・検討会等への参画を求め意見を聞いたりする場合、また、双方が課題などを持ち寄って

始まる場合があります。



- 19 -

((((2222)))) 共 催共 催共 催共 催

双方の知恵と役割を持ちより、市民活動団体と行政が共に事業主体となって、共同で短期

間の取り組みを行う形態です。

((((3333)))) 実行委員会実行委員会実行委員会実行委員会・・・・協議会協議会協議会協議会

市民活動団体と行政とで構成された「実行委員会」や「協議会」等が事業主体となって取

り組みを行う形態です。

((((4444)))) 事業協力事業協力事業協力事業協力

市民活動団体と行政との間で、それぞれの特性を生かし、一定期間、継続的な関係のもと

で協力して取り組みを行うもので、一般的には、取り組みの目的、役割分担、責任分担、経

費分担、有効期限などの項目を取り決めた協定書を締結して事業を実施する形態です。

((((５５５５)))) 補 助 金補 助 金補 助 金補 助 金

行政が市民活動団体の自立促進などのため、公益性の高い事業等を育成・助長するよう要

綱等に基づいて、補助金などの資金提供を行う形態です。

((((６６６６)))) 委 託委 託委 託委 託

市民活動団体の持つ先駆性・専門性・柔軟性などの特性を活用し、より効果的な取り組み

を進めるため、行政が市民活動団体に業務委託して事業を行う形態です。

３３３３ 協働協働協働協働をををを進進進進めるためにめるためにめるためにめるために

協働を進める際の原則については１１㌻で解説しましたが、さらに具体的な行動指標としてま

とめました。協働にあたる際には、以下のような点に注意してください。

((((1111)))) 対等対等対等対等のののの関係関係関係関係でででで話話話話しししし合合合合いのいのいのいの場場場場につこうにつこうにつこうにつこう

①①①① 話話話話しししし合合合合いのいのいのいの場場場場をををを持持持持ちましょうちましょうちましょうちましょう

協働する市民活動団体と行政は、お互いに対等な立場を保ち、パートナーであるとの認

識をしっかり持ち、市民活動団体が行政の下請けとならないよう、また、行政も一方的に

市民活動団体の言いなりにならないようにしましょう。市民活動団体と行政が信頼関係を

築くためには、合意までの経過が重要です。積極的に話し合いの場を持ちましょう。

②②②② 市民市民市民市民のののの思思思思いをいをいをいを結結結結びつけましょうびつけましょうびつけましょうびつけましょう

課題解決のアイディアはいつ生まれるか分かりません。多くのアイディアを受け止める

体制を整備しましょう。そして、その実現をめざし同じ思いの人を結びつけましょう。
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((((2222)))) おおおお互互互互いをいをいをいを認認認認めめめめ、、、、尊重尊重尊重尊重しようしようしようしよう

①①①① 良良良良ききききパートナーパートナーパートナーパートナーとなりましょうとなりましょうとなりましょうとなりましょう

協働する市民活動団体と行政は、互いの特性や立場を理解しあい、信頼関係で結ばれて

いることが重要です。市民活動団体の活動が自主的かつ自己責任のもとで行われていくこ

とを行政が理解し、その主体性を尊重することで、市民活動団体は特性を生かした柔軟な

取り組みが可能となります。

②②②② 情報情報情報情報をををを公開公開公開公開しましょうしましょうしましょうしましょう

お互いに、どんな目的をもっているのか、どんな事業を行っているのか、どんな仕組み

なのかなどの情報を公開することが重要です。行政の情報は、市民との共有財産であるこ

とを認識し、個人情報の保護に配慮しながら、積極的に公開しましょう。そして、興味を

持ってお互いを知る努力をしましょう。

また、協働事業の一連のプロセスを公開し、透明性を高めることが、その後の市民参加

にもつながり、協働についての社会的な理解を深めます。

((((3333)))) 役割分担役割分担役割分担役割分担をををを決決決決めめめめ、、、、責任責任責任責任をををを持持持持とうとうとうとう

①①①① 効率的効率的効率的効率的・・・・効果的効果的効果的効果的なななな役割分担役割分担役割分担役割分担をををを決決決決めましょうめましょうめましょうめましょう

協働する市民活動団体と行政は、各々の役割分担を明確にすることが重要です。今まで

行政が抱えていた公共サービスを誰が担うことが効率的で効果的なのか、もう一度見直し

を進めましょう。それぞれが主体的に取り組むべき役割や一体となって行うべき内容を明

。 。らかにしましょう 協働によってプラスの効果がないのであれば協働の必要はありません

②②②② 責任責任責任責任をををを持持持持ってってってって役割役割役割役割をををを成成成成しししし遂遂遂遂げましょうげましょうげましょうげましょう

話し合いで決められた役割によって、決定権限は増えますが、それに伴い責任が生じる

ことを忘れないようにしましょう。取り組みが円滑に進むためには、責任の所在をはっき

りさせることが重要です。協働の当事者が途中で投げ出すようなことがあれば、行政から

、 。も市民からも信頼を失うことにもなりますので 責任を持って最後まで成し遂げましょう

((((4444)))) 共通共通共通共通のののの目標目標目標目標のののの実現実現実現実現にににに向向向向けけけけ協力協力協力協力しようしようしようしよう

①①①① 目標目標目標目標をををを共有共有共有共有しましょうしましょうしましょうしましょう

協働する市民活動団体と行政は、積極的に話し合いの場を持ち、協働により達成しよう

とする目的や目標を共有しましょう。両者の利害や担当者が代わることなどによって、目

的や目標が時間とともに変わってしまうことがあります。めざすゴールが一緒なのか、目

標から目を離さないよう確認しましょう。

②②②② 実現実現実現実現しましょうしましょうしましょうしましょう

、 、 、 、協働の推進は 全市的な取り組みであり 経験の有無にとらわれず 意識の変革に努め

協働の感覚を互いに磨きましょう。そして決まったことは、実現しましょう。
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４４４４ 協働事業協働事業協働事業協働事業ののののプロセスプロセスプロセスプロセス

協働の進め方は、事業の目的や選択した形態、役割分担によって、実際にはさまざまに

変わります。全プロセスを経ることが望ましいのですが、事業の性格に合わせ、可能な部

分から取り入れます。

：：：：やってみなはれやってみなはれやってみなはれやってみなはれ！！！！Ｐｌａｎ （Ｐｌａｎ （Ｐｌａｎ （Ｐｌａｎ （企画企画企画企画）））） ①①①① 課 題 提 起課 題 提 起課 題 提 起課 題 提 起

・課題抽出、ニーズ把握

：：：：どないしようどないしようどないしようどないしよう？？？？・事業計画、立案 ②②②② 計画計画計画計画・・・・準備準備準備準備

：：：：やろうやろうやろうやろう、、、、やろうやろうやろうやろう！！！！Ｄｏ （Ｄｏ （Ｄｏ （Ｄｏ （実施実施実施実施）））） ③③③③ 実施実施実施実施・・・・行動行動行動行動

：：：：どうやったどうやったどうやったどうやった？？？？Ｃｈｅｃｋ （Ｃｈｅｃｋ （Ｃｈｅｃｋ （Ｃｈｅｃｋ （評価評価評価評価）））） ④④④④ 評 価評 価評 価評 価

：：：：次次次次はどないするはどないするはどないするはどないする？？？？ActionActionActionAction （（（（見直見直見直見直しししし）））） ⑤⑤⑤⑤ 見直見直見直見直しししし・・・・改善改善改善改善

①①①① 課題提起課題提起課題提起課題提起

早早早早いいいい段階段階段階段階でででで課題課題課題課題やややや目的目的目的目的などについてなどについてなどについてなどについて話話話話しししし合合合合いいいい、、、、共通共通共通共通のののの認識認識認識認識にににに立立立立ってってってって事業事業事業事業をををを進進進進めますめますめますめます。。。。

協働による事業を進める場合は、行政からの提案で市民活動団体に連携を求める場合、市民

活動団体からの提案で行政に連携を求める場合、市民同士や市民活動団体と行政が協議して事

業を検討する場合などがあります。

いずれにしても、協働を企画する初期段階で、課題やめざすべき目標を、お互いの話し合い

を通して共有化することが協働の第一段階となります。

また、お互いの長所を生かすことで期待される効果や役割分担についても話し合い、明らか

にしておくことが、事業をスムーズに進める上で大切です。

②②②② 計画計画計画計画・・・・準備準備準備準備

事業内容事業内容事業内容事業内容をををを具体的具体的具体的具体的にににに協議協議協議協議するとともにするとともにするとともにするとともに、、、、協働協働協働協働のののの検討検討検討検討をしますをしますをしますをします。。。。

目的や期待する効果を踏まえ、具体的な事業の内容を協議・調整します。どのような段取り

で準備を進め誰が何をするのか、どんな方法で事業を行うかを計画として取りまとめます。
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③③③③ 実施実施実施実施・・・・行動行動行動行動

中間段階中間段階中間段階中間段階でのでのでのでの検証検証検証検証をををを行行行行いいいい、、、、適宜改善適宜改善適宜改善適宜改善しながらしながらしながらしながら事業事業事業事業をををを進進進進めますめますめますめます。。。。

実際に事業を進める段階です。実施途中に中間的な検証を行い、話し合いながら、必要に応

じて計画の変更や改善を行います。

④④④④ 評 価評 価評 価評 価

実施結果実施結果実施結果実施結果をををを評価評価評価評価しししし、、、、効果効果効果効果やややや課題課題課題課題をををを検証検証検証検証しますしますしますします。。。。

事業実施後は、必ず評価を行うことが重要です。評価は市民活動団体と行政の双方が自己評

価し、場合によっては第三者機関の評価を受けることも必要です。さらに、評価結果を公表す

ることも重要です。

⑤⑤⑤⑤ 見直見直見直見直しししし・・・・改善改善改善改善

評価結果評価結果評価結果評価結果のののの検証検証検証検証をををを踏踏踏踏まえまえまえまえ、、、、新新新新たなたなたなたな段階段階段階段階へとへとへとへと展開展開展開展開していきますしていきますしていきますしていきます。。。。

評価結果に基づき、事業を見直し、再設計します（事業の廃止を含みます 。より良い公共）

サービスの実現が図れるよう、評価結果に基づき、随時必要な見直しを行います。
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ⅥⅥⅥⅥ．．．．市民活動市民活動市民活動市民活動とととと行政行政行政行政のののの協働事業協働事業協働事業協働事業のののの例例例例

茨木市では、平成１８年１月２６日から３月１７日にかけて 「市民活動と行政の協働事業を、

考えよう！」をテーマに、５回連続のワークショップを実施し

ました。茨木市の市民活動と行政の協働が推進されるにあたり、

具体的な協働事業としてどのような事業を行うことができるか

を、公募市民３７人と市職員１６人がグループに分かれて検討

し、９つの協働事業の案を考案いたしました。

協働事業の例として次のページで紹介します。

協働という新しい取り組みは、まだ始まったばかりです。これから多くの協働事業を通して

経験を積み重ねる中で、本指針の検証をしていきます。

また、協働の範囲は広く、市の業務の多くの部署で取り入れることが可能であり、各部署で

持つ他のプランと関連してくることが予想されますが、本指針においては触れることができま

せんでした。今後、さまざまな検証を行って、連携を図りながら、この指針を成長させていき

ます。
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協働事業案協働事業案協働事業案協働事業案①①①①

（ ）（ ）（ ）（ ）地域福祉委員会活性化地域福祉委員会活性化地域福祉委員会活性化地域福祉委員会活性化モデルモデルモデルモデル事業 地域福祉人材事業 地域福祉人材事業 地域福祉人材事業 地域福祉人材バンクバンクバンクバンク事業事業事業事業

事業事業事業事業のののの目的 協働目的 協働目的 協働目的 協働のののの当事者当事者当事者当事者

、 、 、 、地域で福祉を必要としている人の「ちょっ 地域住民 福祉委員会 民生委員会 自治会

とした困りごと」が解決されることと、自分 地域のＮＰＯ、社会福祉施設、市社会福祉協

にできるちょっとしたことで 役に立ちたい 議会、市福祉総務課「 」

協働協働協働協働のののの手法手法手法手法と思っている人が実際に行動できるようにす

る。 事業補助

＜事業の概要＞

地域の「困りごと」と「役に立ちたい」ニーズを見つけ出し、２つのニーズを「つなぐ」事務

局の機能を整備する。

まず、市社会福祉協議会にモデル事業担当部署を整備し、地域福祉資源の洗い出しを行ってモ

デル事業を行う校区福祉委員会を選定する。同時に 「地域福祉人材バンク」を組織して事務局、

機能を発揮する「○○地域福祉オペレーションセンター」を担いたいＮＰＯ等を公募する。同セ

ンターには、市福祉総務課及び市社会福祉協議会が呼びかけて、福祉委員会・民生委員会・自治

会・社会福祉施設などにも参画してもらう。

次に 地域ニーズを捉えるためのアンケート調査及びワークショップを行い 地域における ギ、 、 「

ブ」と「テイク」を把握し分析する。行動計画もつくり 「○○校区地域福祉行動計画（アクシ、

ョンプラン 」として位置づける。）

「 （ ）」 、アンケート結果から出てきたニーズに基づいて ○○校区お互い様クラブ 仮称 をつくり

同クラブのなかで 「してほしいこと 「できること」をつないで、地域サービスを開発する。、 」

成果と課題は、報告書を兼ねた「活動の手引き」にまとめる。全体化するためのシンポジウム

なども行い、２年間のモデル事業の成果を踏まえて、恒常化をはかる。

＜協働で行う意味＞

、 。 、行政サービスや既存のサービスでは解決しにくい ちょっとした困りごとに対応できる また

地域でサービス展開することでニーズを「発見」することができる 「必要な制度が必要なとき。

に必要な人に届かない」という状況に対して、一律の対応を余儀なくされる行政の隙間を埋める

ことができる。

（提案グループ：地域福祉グループ）

社会福祉協議会の役割

「地域福祉オペレーション

センター」モデル事業地

域の選定、同センター運

営団体の募集・コンサル

ティング、地域団体に参

画の呼びかけなど

市民（団体）の役割

地域福祉オペレーション

センターへの参加、アン

ケート調査・分析、「お互

い様クラブ」に参加

行政の役割

補助金の支出、地域団体

に「地域福祉オペレーショ

ンセンター」参画を呼びか

ける
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協働事業案協働事業案協働事業案協働事業案②②②②

地域地域地域地域コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティのののの構築事業構築事業構築事業構築事業

事業事業事業事業のののの目的 協働目的 協働目的 協働目的 協働のののの当事者当事者当事者当事者

自治会等の地域の活動にあまり接点のなか 地域住民、自治会、市市民活動推進課

った人や、近年転居してきたため地域になじ

みにくかった人に地域の連帯感を感じてもら

協働協働協働協働のののの手法手法手法手法い 地域コミュニティにより参画してもらう、 。

共催、後援

＜事業の概要＞

現在、各地区で行われている自治会行事、イベントなどは、多くの住民の努力で成り立ってい

るが、ともすれば一定のメンバーに負担が偏っている。これまで地域の活動にあまり接点のなか

った人が参加しやすいよう、市の共催や後援などもつけて、イベントの公開性を強調する。新し

、 「 」 、い層の当日参加者に加えて 企画段階から参加する イベントスタッフ のような募集も行えば

より深く関わる人も増えやすい。

＜協働で行う意味＞

行政の共催・後援によって、イベントの公開性や規模の大きさが従来よりも強調されやすい。

将来的に規模の大きいイベントなどで費用負担を行政がもつ部分が出てくれば、会計の透明性が

高まる利点もある。

（提案グループ：地域コミュニティグループ）

市民（団体）の役割

地域イベントの企画・運営

行政の役割

イベントの共催・後援
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協働事業案協働事業案協働事業案協働事業案③③③③

高齢者高齢者高齢者高齢者にやさしいまちづくりにやさしいまちづくりにやさしいまちづくりにやさしいまちづくり事業事業事業事業（（（（ローズローズローズローズ大学事業大学事業大学事業大学事業））））

事業事業事業事業のののの目的 協働目的 協働目的 協働目的 協働のののの当事者当事者当事者当事者

高齢者が長年にわたって培った豊かな経験 高齢者、大学・高等学校などの教育機関、市

や知識、技術、特技等を生かす機会をつくる 生涯学習部門

とともに、介護・障害者支援・子育て支援な

協働協働協働協働のののの手法手法手法手法どの支援者を増やす。

市が事務局を担う

＜事業の概要＞

市内にある梅花女子大学、追手門学院大学、高等

学校などと連携して、行政が事務局を担って、高齢

者にやさしいまちづくりの担い手となる高齢者のた

めの大学「ローズ大学（仮称 」をつくる。）

「ローズ大学（仮称 」は、高齢者が知識や経験を）

生かして、グループで事業を創設したり、生きがい

づくりと就労を結びつけた活動をしたりできるよう

な人材養成を行う。その際、余暇活動として無償で

地域に貢献する「ボランティアコース」と、より専

門的な知識や経験を生かすための「専門家コース」

を設け、異なる立場での地域支援活動ができるようにする。高齢者問題に対する関心は高齢者

の間で高く、介護保険の対象外となるニーズのような制度の枠外の問題への関心を持ってもら

い、どう満たしていくかを考えてもらう機会にもなる。

経費は、一定程度は受講者負担とする。

＜協働で行う意味＞

、 、 、 。事務局を行政が担うことで 教育機関の協力が得やすく かつ 市民へのＰＲがしやすくなる

また、各コース終了後、地域支援活動につながるための情報も得やすい。

（提案グループ：高齢者支援グループ）

市民（団体）の役割

ボランティアコースあるい

は専門家コースを受講・

終了後、地域支援活動の

担い手になる

教育機関の役割

会場の提供、講師紹介

行政の役割

市が事務局を担う

ローズ大学

ボランティア 専 門 家

生きがい

地域支援 地域支援
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協働事業案協働事業案協働事業案協働事業案④④④④

視覚障害者視覚障害者視覚障害者視覚障害者のためののためののためののための情報提供情報提供情報提供情報提供サービスサービスサービスサービス事業事業事業事業

事業事業事業事業のののの目的 協働目的 協働目的 協働目的 協働のののの当事者当事者当事者当事者

ＮＰＯ、市障害福祉課、市各課行政からの情報は、封書やハガキ、インターネ

ットによるものが多く、視覚障害者に情報が届き

にくい。そこで、情報が個々のニーズにあった方

協働協働協働協働のののの手法手法手法手法法で、迅速・的確に届くようにする。災害時などの

事業委託ネットワーク整備にもつなげる。

＜事業の概要＞

茨木市の各課より発送される通知文や案内

文などの手紙やハガキを、視覚障害のある人

それぞれにもっとも適した媒体で発信する。

視覚障害があると一言で言っても、情報を

得やすい方法は人それぞれで、点字が読めな

い人もいれば、音訳テープがいい人、Ｅメー

ルをパソコンの点訳システムで読むのが一番

便利な人など、さまざまである。そこで、それぞれの人にあった媒体をＮＰＯが判断して選び、

点訳など必要な加工も行って、視覚障害のある人に情報を届ける。市からの事業委託として、個

人情報保護も確実に行う。ＮＰＯと視覚障害者との継続的な関係は、災害時などの緊急時のネッ

トワークとしても機能する。

＜協働で行う意味＞

視覚障害のある人それぞれに適した情報提供の方法は、日常的に支援活動を行い個々人を知っ

ているＮＰＯが熟知しているし、点訳などの専門技術もあり、ＮＰＯの強みが生かせる。また行

政は、市民に伝えるべき情報を直接ＮＰＯに知らせることで、より迅速・的確な情報提供ができ

る。

（提案グループ：障害者支援グループ）

市民（団体）の役割

市の情報を視覚障害者それぞれ
に適切な方法・媒体で伝える。緊
急時の伝達も行う。

行政の役割

視覚障害者に届ける情報を、仲介
するＮＰＯに送る。緊急時の連絡
も知らせる。事業をＮＰＯに委託。

市

役

所

○○課

△△課

××課

……

……

……

Ｎ

Ｐ

Ｏ

視

覚

障

害

者

テープ

ＣＤ

点字

携帯電話

パソコン
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協働事業案協働事業案協働事業案協働事業案⑤⑤⑤⑤

子子子子どもどもどもども育成事業育成事業育成事業育成事業（（（（食育食育食育食育デザイナークラブデザイナークラブデザイナークラブデザイナークラブ事業事業事業事業））））

事業事業事業事業のののの目的 協働目的 協働目的 協働目的 協働のののの当事者当事者当事者当事者

子どもたちの食生活環境は悪化し、心身の 野菜の生産者、食育に関心のある市民、市教

成長にも影響している。地域の人の力で、親 育委員会、学校、農林課など

と子が楽しく「食育」に親しみ、子どもたち

協働協働協働協働のののの手法手法手法手法が豊かな人間性をはぐくんで生きる力を身に

つけるようにする。 学校の協力、事業補助

＜事業の概要＞

農林課の協力を得て、地産の旬の野菜を手にいれ、モデル校を募集して親子と地域の人と一緒

に料理をする機会をつくる。楽しく食べるため、食育関係のゲームを楽しんで、年に４回くらい

季節の旬を味わうイベントにする。

次年度は 「食育リーダー養成講座」を開催し、食育を広める人材を増やす。活動の場となる、

学校も増やして、校区単位で広めていく。

＜協働で行う意味＞

地産の旬の野菜の説明や料理は生産者や料理好きな市民が、食育を伝えたりゲームをしたりす

るのは食育を学んだ市民が適切だが、地域の親子を広く巻き込むには学校の協力が大きな力をも

つ。農林課の協力で野菜の生産者と消費者をつないだり、将来的には農業体験や棚田ボランティ

アの活動にも発展できたりするかもしれない。イベントや食育リーダー養成講座の費用の一部に

補助金が活用できれば、参加費を抑えることができて気軽に参加しやすい。

（提案グループ：食育デザイナーグループ）

市民（団体）の役割

食育イベントの企画・運営、食育リ
ーダー養成講座の企画・運営

行政の役割

学校を通したＰＲ、教室の提供、
野菜の生産者と食育を進める市
民との仲介、補助金支出
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協働事業案協働事業案協働事業案協働事業案⑥⑥⑥⑥

外国人外国人外国人外国人フレンドリーシップフレンドリーシップフレンドリーシップフレンドリーシップ事業事業事業事業

事業事業事業事業のののの目的 協働目的 協働目的 協働目的 協働のののの当事者当事者当事者当事者

茨木市でくらす外国人が身近な生活情報を 日本語を学ぶ外国人、茨木市国際親善都市協

得たり、ちょっとした相談を手軽にできたり 会、市市民課、市民活動推進課

協働協働協働協働のののの手法手法手法手法する環境をつくる。日本語を学ぶ外国人が他

の外国人を支援できるような活動の場をつく 窓口でのＰＲ協力、国際親善都市協会からの

る。 費用支出

＜事業の概要＞

市が既存の「実用日本語学習会」を修了し

た外国人に呼びかけて、出身地・母国語別に

「フレンドリーグループ」づくりを支援し、

参加者に日本での基本的な日常生活や市役所

での手続きなどの研修の機会を提供して、他

の外国人を支援する活動の場をつくる。

新たに外国人として市に登録する人には、

このグループを紹介して日常生活のサポート

を得てもらう。

市では、各フレンドリーグループを横断的に集える連絡会のような場を設け、情報交換や意

見交換を行う。茨木市国際親善都市協会が、グループの活動にかかる費用の負担をする。

＜協働で行う意味＞

外国人の日常生活の支援を立場が近い外国籍の市民が行うことで、より親身なきめ細かい支援

ができる。その支援活動を、市に登録に訪れた外国人に対して窓口で伝えることができれば、ニ

ーズのある人にかなり広く知らせることができる。

（提案グループ：外国人への支援グループ）

外
国
人

公 共

団 体

近 所

母 国 語 別

グ ル ー プ

国
際
親
善
都
市

協
会

市

企 業 な ど

参 加

市民（団体）の役割

外国人への日常生活情

報・相談対応などのサポ

ート、「フレンドリーグルー

プ」の運営

国際親善都市協会の役割

「フレンドリーグループ」活

動にかかる費用の負担

行政の役割

「フレンドリーグループ」づ

くりのよびかけ・支援、連

絡会の運営、新たな外国

人登録者への窓口での

案内
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協働事業案協働事業案協働事業案協働事業案⑦⑦⑦⑦

茨木市茨木市茨木市茨木市アドプトガーデンアドプトガーデンアドプトガーデンアドプトガーデン事業事業事業事業

事業事業事業事業のののの目的 協働目的 協働目的 協働目的 協働のののの当事者当事者当事者当事者

幼稚園や小･中学校、図書館、公民館などの 園芸・緑化関係の市民団体、園芸に関心のあ

市公共施設に草花が少ない。公共施設に花と る市民、公共施設の利用者、各公共施設と担

緑を増やし、よりよい環境をつくって安全と 当課、市公園緑地課

協働協働協働協働のののの手法手法手法手法安心感のある場とし、利用者にうるおいと癒

しをもたらす。 施設提供、物品・資材の貸与・支給

＜事業の概要＞

幼稚園、小･中学校、図書館、公民館、コミュニティセンター、老人福祉センター、ハートフ

ル、健康増進センターなどの公共施設で、園芸・緑化関係の市民団体スタッフと施設職員、施設

の利用者が協力して草花を育てる。市の「花と緑の街角づくり推進事業」の趣旨を市の公共施設

に拡大するもの。

まず、対象となる施設の担当課が園芸・緑化関係の市民団体を公募し、公園緑地課とともに団

体を選定して、団体がその施設の緑化の「養子縁組（＝アドプト 」をする協定を結ぶ。）

プランターと土の貸与、花苗等の支給は各施設担当課が負担し、花苗植え付けの事前説明会は

公園緑地課が担当する。

現在、市内で活動している園芸ボランティアに園芸サポーターの協力を仰いだり、新たな園芸

サポーターボランティアを募ったりすることもできる。また、地域住民と施設のコミュニケーシ

ョンの活性化も図れる。

＜協働で行う意味＞

公共施設は活動の場所を提供して、必要な資材などは施設が負担し、実際の活動は市民主体で

行うことができる。公共施設の環境改善にもなり、利用者も活動に参加する機会が得られる。

（提案グループ：環境美化グループ）

市民（団体）の役割

花壇・プランターの維持・管理

行政の役割

公共施設の提供、花苗植え付け
の説明会、必要物品・資材の貸与
・支給
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楽市楽 座

協働事業案協働事業案協働事業案協働事業案⑧⑧⑧⑧

楽市楽座事業楽市楽座事業楽市楽座事業楽市楽座事業（（（（安全安全安全安全・・・・安心安心安心安心のまちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくり事業事業事業事業））））

事業事業事業事業のののの目的 協働目的 協働目的 協働目的 協働のののの当事者当事者当事者当事者

平常時から既存の各種団体の分野横断的な 各種団体、災害関係の市民団体、市総合防災

face to faceのネットワークができ、災害や 課、市民活動推進課

犯罪が起こったときにそのネットワークが生

協働協働協働協働のののの手法手法手法手法きて被害を最小限に食い止められるようにな

る。 情報提供、事業補助

＜事業の概要＞

「 」 、防災イベント を開催しても

参加者はいつも限られていて、防

災・防犯意識はなかなか地域に根

。 、付かない 防災・防犯のためには

平常時から既存の各種団体が分野

を超えてつながることが必要で、

そのためにまず既存の市や市民団

体が行うイベントを活用する。

具体的には、各種のイベントに

災害関係の市民団体が参加して、行政が作成した防災ハザードマップを使ったオリエンテーリン

グや、危険箇所ポイントの説明などをイベントの中で行う。

、「 」こうしたイベントでの協力関係を通じて団体同士が知り合うとともに 防災と言わない防災

「防犯と言わない防犯」をテーマに 「楽市楽座」と名づけたイベントを市の補助を受けて開催、

する 「楽市楽座」には災害関係以外の団体や企業にも参加してもらい、防災・防犯を楽しく学。

ぶ機会を持つほかに各団体の活動紹介などを行って、団体間のネットワークづくりを進める。

＜協働で行う意味＞

市がかかわるイベントは多く、災害関係の市民団体の協力で防災・防犯意識を高める機会を設

けることができれば、いろいろな参加者への啓発になる。また、防災・防犯に関する情報は行政

に多くあり、市民団体は市民に楽しく伝えることが得意なので、両者の強みを生かして防災・防

犯意識を高めることができる。

（提案グループ：防災、防犯グループ）

<既存のシステム> <分野横断的ネット
ワークシステム>

行 政

企 業

市民活動

行 政

企 業
市民活動

市民（団体）の役割

防災・防犯意識啓発の場の企画・
運営、イベントの企画・運営、ネッ
トワークづくり

行政の役割

防災・防犯についての情報集約、
イベントでの防災・防犯啓発の
機会づくり
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協働事業案協働事業案協働事業案協働事業案⑨⑨⑨⑨

茨木市民活動茨木市民活動茨木市民活動茨木市民活動まつりまつりまつりまつり事業事業事業事業

事業事業事業事業のののの目的 協働目的 協働目的 協働目的 協働のののの当事者当事者当事者当事者

茨木市の市民活動のすそ野を広げて活性化 市民、市民団体、市市民活動推進課

する。市民活動のネットワークをつくる。ま

た、イベントの企画・運営を市民が主体的に

協働協働協働協働のののの手法手法手法手法行うことによって、行政に依存しないで自立

的に活動を展開する市民を増やす。 後援

＜事業の概要＞

市民活動センター（仮称）の設置が具体化しており、オープン記念イベントがなされる。この

イベントの企画・運営のプロセスを、市民主体で進める。

、 。 、半年前に 市の広報やミニコミ誌などで実行委員会メンバーを募集 行政は後援をするのみで

イベントの企画・運営には参加しない。実行委員会の開催、イベントの中身の企画、企業スポン

サー募集などによる資金確保から後片付けまで、すべて市民組織で運営する。

このプロセスを通じて、市民活動の情報の共有化やネットワークづくりが進み、市民活動セン

ター（仮称）の市民運営につながるきっかけとなる。

＜協働で行う意味＞

市民活動センター（仮称）の設置は市が行うことだが、運営も同様に市にゆだねる志向が広が

ると、本当に市民にとって使いやすいセンターとなることが難しくなる。オープンに際しての重

要なイベントについては、市は後援の立場にとどまり、市民主体で開催することで、市民活動セ

ンター（仮称）の運営も市民主体で行う土壌ができる。

（提案グループ：市民活動を支える仕組みづくりグループ）

市民（団体）の役割

イベントの企画・運営、実行委員
会の運営

行政の役割

後援、市の広報掲載
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